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平成 19 年 11 月 16 日 

株式会社 静岡中央銀行 

平成２０年３月期（第 134 期）中間決算の概況  
 

 損益の状況  

 【単 体】                             
                                  
                          

                                                   
 
                                                   

資金運用収益は、貸出金の拡大と貸出金利引上げにより貸出金利息が前年同期比651百万円増加し、 

経常利益 

経常収益 ７,６３３百万円  前年同期比 +２,２６３百万円  ４２.１％増収 

１,６１３百万円  前年同期比   +６２７百万円  ６３.６％増益 

有価証券利息配当金も増加した結果、前年同期比 714 百万円の増収となり、役務取引等収益も個人年 

金保険や投資信託等預かり資産の推進により、前年同期比 29 百万円の増収となりました。 

 本業部分の資金運用収益と役務取引等収益が順調に増収となったことに加え、その他経常収益の株 

式等売却益が 1,347 百万円の増収となったこと等により、経常収益は前年同期比２,２６３百万円  

４２.１％増収の７,６３３百万円となりました。 

 一方、経常費用は、預金の拡大と預金金利引上げに伴う預金利息の増加や、貸倒引当金繰入額が増

加したこと等により前年同期比１,６３５百万円３７.３％増加の６,０１９百万円となりました。 

その結果、経常利益は前年同期比６２７百万円６３.６％増益の１,６１３百万円となり、経常収益・

経常利益とも期初の業績予想を上回る中間決算となりました。 

 
 
 

 

コア業務純益 

業務純益 
（一般貸倒引当金繰入前）

１,７３４百万円  前年同期比   +３８６百万円  ２８.６％増益  

 
１,５４４百万円  前年同期比   +１７８百万円  １３.０％増益 

 

        業務粗利益の増加と経費の減少により、業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、前年同期比３８６百万円

２８.６％増益の１,７３４百万円となりました。 

    国債等債券損益（５勘定尻）も除いた銀行本来の収益力を表すコア業務純益では、前年同期比１７８百万

円１３.０％増益の１,５４４百万円となりました。 

 
 
 
                                                   
    

中間純利益 ５５６百万円  前年同期比    △２１百万円    ３.６％減益 

 お客様の利便性向上やニーズにお応えするための商品開発等諸施策やシステム投資等を実施するなか、経

営の効率化と経費削減にも努め、適正な諸償却や諸引当金繰入等を実施いましました。 

 中間純利益においては、今中間期より会計基準の変更に伴う役員退職慰労引当金の繰入を実施した結果、

前年同期比２１百万円３.６％減益の５５６百万円となりました。 
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「 損益状況の概要 」                               （単位：百万円） 

                
１９年９月期 

前年同期比 増減率 
１８年９月期 

  

経常収益  ７,６３３ ２,２６３ 42.15％ ５,３６９
  

業務粗利益 ５,１７５ ３７６ 7.85％ ４,７９８

資金利益 ４,８７３ ２０２ ４,６７０

役務取引等利益 １１１ △３３ １４５

 

その他業務利益 １８９ ２０７

 

△１７

経費（除く臨時処理分） ３,４４０ △９ △0.26％ ３,４５０

うち人件費 ２,０７５ △１ ２,０７６ 
うち物件費 １,１９６ ７ １,１８８

 うち税金 １６９ △１５

 

１８４

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １,７３４ ３８６ 28.64％ １,３４７

 コア業務純益（注） １,５４４ １７８ 13.06％ １,３６５

①一般貸倒引当金繰入額 △６ ５３８  △５４５

業務純益 １,７４１ △１５２ △8.05％ １,８９３

臨時損益 △１２７ ７８０ △９０７

②うち不良債権処理額 １,４４３ ５７９ ８６３

貸出金償却 ― ― ―

個別貸倒引当金純繰入額 １,３７９ ５４７ ８３２

 

その他の債権売却損等 ６３ ３２ ３１

 

うち株式等関係損益 １,３７０ １,３７２

 

△１

経常利益 １,６１３ ６２７ 63.69％ ９８５

中間純利益 ５５６ △２１ △3.65％ ５７７
  

①+② 与信費用 １,４３６ １,１１８ 351.71％ ３１８
    

（注）コア業務純益 ＝ （業務純益） ― （一般貸倒引当金繰入額） ― （債券５勘定尻） 

 

 

【連 結】                               （単位：百万円） 

18 年 9 月比 
 19 年 9 月期 

前年同期比 増減率 

経常収益 ７,６５７ ２,２６７ ４２.０％

経常利益 １,６０９ ６３１ ６４.６％

中間純利益 ５５２ △１８ △３.１％

 
 

連結業績概況 
 

      単体ベースの収益状況を反映し、連結経常収益は前年同期比２,２６７百万円４２.０％増収の      

７,６５７百万円、連結経常利益は前年同期比６３１百万円６４.６％増益の１,６０９百万円、連結中

間純利益は前年同期比△１８百万円３.１％減益の５５２百万円となりました。 
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 自己資本比率の状況（国内基準）  １１％台と 高水準を堅持  

 
【 単体 】自己資本比率 １１.３４％ 基本的項目であるＴierⅠ比率 ９.９５％ 

 
【 連結 】自己資本比率 １１.３９％ 基本的項目であるＴierⅠ比率 ９.９８％ 

 
   自己資本比率は、単体で１１.３４％、と前年同期比 0.57 ポイント上昇し、１１％台となりました。基本的

項目である TierⅠのみでも、９.９５％と国内基準で定められている４％の倍以上の高水準の自己資本比率

を堅持しております。 
（単位：％） 

 
 19 年 9 月末 

【速報値】 前年同期比 19 年 3月比
18 年 9 月末 19 年 3 月末 

【単体】自己資本比率 １１．３４ ０．５７ ０．１９ １０.７７ １１.１５

 うち TierⅠ ９．９５ ０．４９ ０．２０ ９.４６ ９.７５

【連結】自己資本比率 １１．３９ ０．５６ ０．２０ １０.８３ １１.１９

 うち TierⅠ ９．９８ ０．５１ ０．２０ ９.４７ ９.７８

（注）「自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に

照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出

しております。なお、平成 18 年 9 月中間期は旧基準により算出しております。 
 
 

 不良債権の状況（単体）  不良債権比率は３％台と 高い健全性を堅持 

 
リスク管理債権の総貸出金に占める割合は  ３．６１％ 前年同期比 0.13 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

 
金融再生法開示債権の総与信に占める割合は ３．６１％ 前年同期比 0.13 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

 
《 リスク管理債権 》 ※部分直接償却実施後  
   大口先で新発の管理債権が発生したものの、景気回復によるお取引先の業績回復や、当行の経営改善支援

の成果等により、リスク管理債権は１３,６８０百万円となり、貸出金残高に占める割合は３.６１％（前年

同期比０.１３ポイント増）となりました。また、「貸倒引当金」や「担保・保証等」の保全によるカバー率

は９２.３０％です。   
    （単位：百万円） 

 
     19 年 9 月末 

前年同期比 19 年 3月比
18 年 9 月末 19 年 3 月末 

破綻先債権 ２,３７５ ４８８ ６９８ １,８８７ １,６７６

延滞債権 ９,７１４ △６９ ９７ ９,７８４ ９,６１７

３ヶ月以上延滞債権 ２２６ １４５ △２４ ８１ ２５１

貸出条件緩和債権 １,３６２ ２９３ １３ １,０６９ １,３４９

合  計  （Ａ） １３,６８０ ８５６ ７８４ １２,８２３ １２,８９６

  

貸出金残高（末残）（Ｂ） ３７８,３８２ １０,３２０ ５,１４４ ３６８,０６２ ３７３，２３７

（Ａ）／（Ｂ） ３．６１％ ０．１３％ ０．１６％ ３．４８％ ３．４５％

  
貸倒引当金、担保・保証等   
に占める保全額（Ｄ） １２,６２７ １,１４１ ７９７ １１,４８５ １１,８２９

  保全率（Ｄ）／（Ａ） ９２.３０％ ２.７４％ ０.５７％ ８９.５６％ ９１.７３％
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《 金融再生法開示債権 》       
                              （単位：百万円） 

 
         19 年 9 月末 

前年同期比 19 年 3月比
18 年 9 月末 19 年 3 月末 

破産更生債権及びこれらに準
ずる債権 ４,５７７ １,４３１ １,０４１ ３,１４５ ３,５３５

危険債権 ７,５３３ △１,０２６ △２４４ ８,５６０ ７,７７８

要管理債権 １,５９３ ４４０ △１２ １,１５２ １,６０５

合  計  （Ａ） １３,７０４ ８４６ ７８５ １２,８５８ １２,９１９

  

総与信残高（末残） （Ｂ） ３７９,４５２ １０,４４２ ５,２７２ ３６９,０１０ ３７４,１８０

（Ａ）／（Ｂ） ３.６１％ ０.１３％ ０.１６％ ３.４８％ ３.４５％

  
貸倒引当金、担保・保証等   
に占める保全額（Ｄ） １２,６５１ １,１３２ ７９８ １１,５１８ １１,８５３

保全率（Ｄ）／（Ａ） ９２.３１％ ２.７３％ ０.５７％ ８９.５８％ ９１.７４％

 

 

 

 預貸金の状況（単体）   

 
《 貸出金の状況 》 
 
貸出金残高 ３７８，３８２百万円  前年同期比 ＋１０，３２０百万円 ２．８％増加  

（ うち、中小企業等向け貸出比率は ９０．９％ ） 
    

貸出金につきましては、地域の中小企業の皆さまや個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニーズに積極

的に対応すべく営業活動を推進してまいりました。 

   その結果、当中間期末の貸出金残高は 前年同期比 １０,３２０百万円 ２.８％増の３７８,３８２百万円と

なり、うち住宅ローンを中心とした消費者ローンは前年同期比１３,３６４百万円２０.９％増の７７,１８６百

万円となりました。 

また、中小企業等向け貸出金は、前年同期比１５,１５７百万円４.６％増の ３４４,２５１百万円となり、

貸出金に占める割合は９０.９％となりました。 

（単位：百万円） 
 

 19 年 9 月末 
前年同期比 19 年 3月比

18 年 9 月末 19 年 3 月末 

貸出金残高 ３７８,３８２ １０,３２０ ５,１４４ ３６８,０６２ ３７３,２３７

 うち中小企業等向け貸出金 ３４４,２５１ １５,１５７ ６,１２３ ３２９,０９４ ３３８,１２８

 中小企業等向け貸出比率 ９０.９７％ １.５６％ ０.３８％ ８９.４１％ ９０.５９％

 うち消費者ローン残高 ７７,１８６ １３,３６４ ７,３０７ ６３,８２２ ６９,８７９

   

貸出金期中平均残高 ３７４,６６８ １２,４０２ ７,５１２ ３６２,２６６ ３６７,１５６
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《 預金の状況 》 
 
預金残高 ４４３，６２８百万円  前年同期比 ＋１３，５９６百万円 ３．１％増加  
（うち、個人預金 ３１７，６２１百万円 前年同期比 ＋６，００１百万円 １．９%増加 ） 

 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開するとともに、個人のお客様のニーズに

あった商品開発を行い、積極的な営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当中間期末の預金残高は前年同期比 １３,５９６百万円 ３.１％増の４４３,６２８百万円  

となり、個人預金は前年同期比 ６,００１百万円 １.９％増の３１７,６２１百万円となりました。 

（単位：百万円） 
 

 19 年 9 月末 
前年同期比 19 年 3月比

18 年 9 月末 19 年 3 月末 

預金残高 ４４３,６２８ １３,５９６ ４,０４４ ４３０,０３２ ４３９，５８４

 うち個人預金 ３１７,６２１ ６,００１ ３,８４８ ３１１,６１９ ３１３，７７２

   

預金期中平均残高 ４３８,０９６ １８,１１１ １２,９３２ ４１９,９８５ ４２５，１６３

 

 

 

 有価証券の状況（単体）   

 
《 有価証券評価損益 》     
 
有価証券評価益（ネット）２，６８４百万円  前年同期比 △３，６５０百万円 減少  

             

   有価証券評価益は 2,684 百万円（評価益 4,136 百万円、評価損 1,451 百万円）となりました。 

（単位：百万円） 

19 年 9 月末 18 年 9 月末 

  

                 

     
評価損益 

前年同期比 評価益 評価損
評価損益 

評価益 評価損

その他有価証券 2,684 △3,650 4,136 1,451 6,334 6,988 653

株      式 3,681 △2,520 3,961 280 6,201 6,233 32 

債      券 △219 △60 135 355 △159 134 294

国    債 △222 △90 74 297 △132 81 213

地 方 債 △2 2 2 4 △4 5 9

 

社    債 5 27 58 52 △22 48 70

 

そ の 他 △776 △1,069 38 815 292 619 327

 
（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との差額を計上し

ています。 
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 （株） 静岡中央銀行 平成 20 年 3 月期中間決算短信 

 

平成 20年 3月期 中間決算短信     平成 19 年 11 月 16 日 
  

会  社  名   株式会社 静岡中央銀行      

(URL http://www.shizuokachuo-bank.co.jp)          本社所在地都道府県 静岡県    

代   表    者   取締役社長     奥田 一     
問合せ先責任者   取締役経営管理部長   林 道弘     ＴＥＬ：(055) 962－6113 
中間決算取締役会開催日  平成 19 年 11 月 16 日     配当支払開始予定日 平成 19 年 12 月 10 日  
半期報告書提出予定日   平成 19 年 12 月 21 日      特定取引勘定の設置の有無  無    
 

( 百万円未満、小数点第 1位未満は切捨て) 
 

１．19 年 9 月中間期の連結業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日） 

（１）連結経営成績                                (％表示は対前年中間期増減率) 

       経常収益 経常利益 中間（当期）純利益 

 

１９年９月中間期  

１８年９月中間期 

  百万円 ％

  ７,６５７（ 42.0）

  ５,３８９（△0.6）

   百万円 ％

１,６０９（ 64.6）

   ９７７（ 1.4）

         百万円  ％ 

５５２ （△3.1） 

   ５７０ （ 1.3） 
１９年３月期     １１,２２５              ２,２６７       １,３２５    

  
        1 株当たり中間 

（当期）純利益  
潜在株式調整後 1株当たり

中間（当期）純利益 

 

１９年９月中間期  

１８年９月中間期 

     円  銭 

２３ ０１ 

２３ ７６ 

  円  銭

― 

― 

１９年３月期     ５５ ２２ ―        

（参考）持分法投資損益 19 年 9 月中間期  －百万円   18 年 9 月中間期  －百万円  19 年 3 月期  －百万円    
 

（２）連結財政状態 

        
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

連結自己資本比率

（国内基準）（注） 

 

１９年９月中間期  

１８年９月中間期 

百万円 

４８５,８８９ 

４７０,８５０ 

          百万円

３２,９２８ 

３３,９６７ 

           ％

  ６.７ 

  ７.２ 

       円  銭 

１,３７２ ００ 

１,４１５ ３１ 

％   

１１.３９ 

１０.８３ 

１９年３月期 ４８０,８７８ ３４,４１０     ７.１ １,４３３ ７５ １１.１９ 

（参考）自己資本    19 年 9 月中間期  32,928 百万円  18 年 9 月中間期  33,967 百万円 19 年 3 月期  34,410 百万円    

 (注)「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3月期より「銀行法第 14 条の 2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に

照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出して

おります。なお、平成 18 年 9月中間期は旧基準にて算出しております。 
 

（３）連結キャッシュ･フローの状況  

       営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期  末  残  高 

 

１９年９月中間期  

１８年９月中間期 

  百万円 

１６,７５３ 

△８８９ 

   百万円

   △１８,１４５ 

△３,４６０ 

   百万円 

         △６１ 

△６０ 

   百万円

  ８,１７９ 

７,５９１ 

１９年３月期   ２２６ △２,４７４     △１２０   ９,６３３ 

 
 
２．配当の状況  

1 株当たり配当金  

中間期末 期  末 年  間 

 

１９年３月期 
  円 銭 

２ ５０ 

  円 銭 

２ ５０  

  円 銭 

５ ００ 

２０年３月期 ２ ５０  

２０年３月期（予想）    ２ ５０ 
５ ００ 

 
 
３．20 年 3 月期の連結業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
                                                                                                  (％表示は対前期増減率) 
        経常収益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

 

通 期 

  百万円  ％ 

１３,７４０ (22.4) 

   百万円  ％

２,５７０ (13.3) 

   百万円  ％ 

１,０５０(△20.7) 

     円  銭

    ４３  ７５ 
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４．その他  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

（２）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの） 

   ① 会計基準等の改正に伴う変更  有  

   ② ①以外の変更         無  

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  

19 年 9 月中間期 24,000 千株  18 年 9 月中間期 24,000 千株  19 年 3 月期 24,000 千株 

② 期末自己株式数           

 19 年 9 月中間期    － 千株  18 年 9 月中間期    － 千株  19 年 3 月期    － 千株 

    

 

 

（参考）個別業績の概要 

 

１．19 年 9 月中間期の個別業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日） 

（１）個別経営成績                                (％表示は対前年中間期増減率) 

       経常収益 経常利益 中間（当期）純利益 

 

１９年９月中間期  

１８年９月中間期 

  百万円 ％

  ７,６３３（ 42.1）

  ５,３６９（△0.6）

   百万円 ％

１,６１３（63.6）

  ９８５（ 0.6）

         百万円  ％ 

５５６ （△3.6） 

   ５７７ （  1.0） 
１９年３月期 １１,１８０ ２,１８８ １,２４１ 

  
        1 株当たり中間 

（当期）純利益 

 

１９年９月中間期  

１８年９月中間期 

  円  銭 

２３  １９ 

２４ ０７     

１９年３月期 ５１  ７４ 

 

（２）個別財政状態 

        
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

単体自己資本比率

（国内基準）（注） 

 

１９年９月中間期  

１８年９月中間期 

百万円 

４８６,０１３ 

４７１,０５０ 

          百万円

３２,８３３ 

３３,９５８ 

           ％

  ６.７ 

  ７.２ 

       円  銭 

１,３６８ ０４ 

１,４１４ ９５ 

％  

１１.３４ 

１０.７７ 

１９年３月期 ４８０,９００ ３４,３１０     ７.１ １,４２９ ６１ １１.１５ 

（参考）自己資本    19 年 9 月中間期  32,833 百万円  18 年 9 月中間期 33,958 百万円  19 年 3 月期 34,310 百万円    

(注)「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3月期より「銀行法第 14 条の 2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に

照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出して

おります。なお、平成 18 年 9月中間期は旧基準にて算出しております。 

 

２．20 年 3 月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
                                                                                                  (％表示は対前期増減率) 
        経常収益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益

 

通 期 

  百万円  ％ 

 １３，７００ (22.5) 

   百万円  ％

２,５７０ (17.4) 

   百万円  ％ 

 １,０５０(△15.4) 
    円  銭 

    ４３  ７５ 

 

 

 

 

 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、今後様々な要因によって大き

く異なる結果となる可能性があります。 
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１．経営成績           
（１）経営成績に関する分析 

当上半期におけるわが国経済は、原油・原材料高や消費者金融問題、米国のサブプライムローン問題

による金融市場の動揺等があったものの、企業収益は向上し、個人消費も底固く推移しました。企業の

景況感も大企業、中小企業とも若干悪化したものの、全体としては引続き高い水準を維持いたしました。 
当行の営業エリアである静岡県・神奈川県の地域経済におきましては、全国平均より好調な景況感と

なっており、引続き安定した中での中間決算となりました。 

このような状況下、当行はお取引先や地域の皆さまのご支援のもと、第 6 次中期経営計画『パ

ワーアップⅡ』の基本方針である「お客様中心主義」で、お客様のニーズに適確に対応した金融サービ

スを提供し、地域金融機関としての役割を十分果たすべく、営業基盤の拡大をはじめ諸施策の推進に努

めた結果、次のような成果をあげることができました。 
 

【連結ベースの経営成績】 
① 利益 

連結経常収益は７,６５７百万円、連結経常費用は６,０４７百万円となり、この結果、連結ベースの

経常利益は１,６０９百万円となり、増収増益の連結中間決算となりました。 

連結中間純利益は、会計基準の変更に伴う役員退職慰労引当金の繰入を実施した結果５５２百万円と

なりました。 

② 通期の見通し 

  平成２０年３月期通期の連結の業績は、経常収益１３,７４０百万円、経常利益２,５７０百万円、   

当期純利益１,０５０百万円を見込んでおります｡ 

 
【単体の経営成績】 

  ① 預金・貸出金 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開するとともに、個人のお客様のニー

ズにあった商品開発を行い積極的な営業活動を推進してまいりました結果、当中間期末の預金残高は前

年同期比１３,５９６百万円３.１％増の４４３,６２８百万円となり、個人預金は前年同期比６,００１

百万円１.９％増の３１７,６２１百万円となりました。  

貸出金につきましては、地域の中小企業の皆さまや個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニー 

ズに積極的に対応すべく商品開発を行い積極的な営業活動を推進してまいりました。その結果、当中間

期末の貸出金残高は前期比１０,３２０百万円２.８％増の３７８,３８２百万円となり、うち住宅ローン

を中心とした消費者ローンは前年同期比１３,３６４百万円２０.９％増の７７,１８６百万円となりま

した。また、中小企業等向け貸出金は、前年同期比１５,１５７百万円４.６％増の３４４,２５１百万円

となり、貸出金に占める中小企業等貸出比率は９０.９％となりました。 

  ② 利益 

収益面につきましては、資金運用収益は、貸出金の拡大と貸出金利引上げにより貸出金利息が前年同

期比６５１百万円増加し、有価証券利息配当金も増加した結果、前年同期比７１４百万円の増収となり、

役務取引等収益も個人年金保険や投資信託等預かり資産の推進により、前年同期比２９百万円の増収と

なりました。本業部分の資金運用収益と役務取引等収益が順調に増収になったことに加え、その他経常

収益の株式等売却益が１,３４７百万円の増収になったこと等により、経常収益は前年同期比２,２６３

百万円４２.１％増収の７,６３３百万円となりました。 

費用面につきましては、資金調達費用は、預金の拡大と預金金利引上げにより預金金利が前年同期比
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５１４百万円増加した結果、前年同期比５１２百万円増加の６５７百万円となり、役務取引等費用は住

宅ローンの増加による保証料や保険料の増加等により前年同期比６２百万円の増加となりました。資金

調達費用と役務取引等費用の増加に加え、その他経常費用の貸倒引当金繰入額が大口先で新発の管理債

権が発生した影響で前年同期比１,０８６百万円の増加となったこと等により、経常費用は前年同期比 

１,６３５百万円増加の６,０１９百万円となりました。 

その結果、経常利益は前年同期比６２７百万円６３.６％増益の１,６１３百万円となり、経常収益・

経常利益とも期初の業績予想を上回る中間決算となりました。 

 中間純利益においては、会計基準の変更に伴う役員退職慰労引当金の繰入を実施した結果、前年同期比 

２１百万円３．６％減益の５５６百万円となりました。 

 

  ③ 通期の見通し 

     平成２０年３月期通期の業績は、経常収益１３,７００百万円、経常利益２,５７０百万円、当期純利

益１,０５０百万円を見込んでおります。 
 
（２）財務状態に関する分析 

   営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金、預金とも増加し１６,７５３百万円となりました。     

投資活動によるキャッシュ・フローは有価証券の取得による支出等により△１８,１４５百万円となりま

した。財務活動によるキャッシュ・フローは配当金の支払により△６１百万円となりました。 

 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、地域金融機関として長期に亘り堅実且つ効率的な経営の維持

に努め、経営基盤の拡充、内部留保の充実と安定的な配当の継続を基本方針としております。 

この方針に沿い、当中間期につきましては１株当たり２円５０銭の配当を決定しました。 
    
 

２．企業集団の状況       
   当行の企業集団は、当行と連結子会社３社（静岡中央信用保証（株）、岳洋産業（株）、富士ビ

ジネスサービス（株））で構成され、銀行業務を中心に信用保証業務等の金融サービスを提供して

おります。 

 
企業集団の事業系列図 

                        本店及び支店４1 ヶ店（内出張所１ヶ店） 

   株式会社 静岡中央銀行   国内           静岡中央信用保証（株）［信用保証業］ 

                        子会社   岳洋産業（株）［不動産管理賃貸業］ 

                              富士ビジネスサービス（株）［メール等業務］ 

                                               〈休眠中〉 

 

３．経営方針 
（１）当行の経営の基本方針 

 当行は、｢堅実で健全な経営｣を経営の基本理念に掲げ、“お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く

銀行”を目指しており、お客様の目線にたった CS を徹底し、お客様中心主義の経営を実践することによ

り、良質な資産の積上げと安定的な収益基盤の構築に努め、健全性と収益性のバランスのとれた成長を図
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ることに努めております。  

  
（２）目標とする経営指標 

  【第 6 次中期経営計画『パワーアップⅡ』（18 年４月～20 年 3 月の 2 年間）】において目標とする経営

指標を掲げております。経営指標は 19 年 3 月期の実績を踏まえ上方修正し、「基礎的利益 90 億円（修正

前 87 億円）」、「コア業務粗利益 102 億円（修正前 100 億円）」、「コア業務純益 32 億円（修正前 30 億円）」

を掲げております。また、健全性指標として「自己資本比率 11％台」、「不良債権比率 2％台」を目指して

おり、１９年３月期及び当中間期に「自己資本比率 11％台」を達成いたしました。 

 
（３）中長期的な当行の経営戦略 
  当行は、経営理念である「堅実で健全な経営」のもと、【第 6 次中期経営計画『パワーアップⅡ』（18

年４月～20 年 3 月の 2 年間）】にて、“お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く銀行”の実現を目指

しております。 

 

目指す銀行像 【 お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く銀行 】 

基 本  方 針 「お客様中心主義」  「響きあう組織」  「革新へのチャレンジ」 

基 本  戦 略 ①意識改革によるパワーアップ ②質の高い人材の育成・活性化 
     ③優良資産の拡充        ④営業体制の効率化による活力向上 

 ⑤リスク管理体制の強化 

    
これまで築きあげて参りましたお客様や地域とのリレーションシップをより強固にし、お客様の目線

にたった CS の徹底と、お客様中心主義の経営の実践を通じ、お客様のニーズに適確に対応した金融サ

ービスをご提供することにより、地域金融機関としての役割を十分果たせるよう、役職員一丸となっ

て努力してまいります。 

 

（４）当行の対処すべき課題 

   経営環境が厳しさを増すなか、収益力の増強や健全性の確保は勿論のこと、従来以上に新しい時代に適

応した経営体質の構築が求められております。 

この経営課題に対処すべく、これまで築きあげてきたお客様や地域との繋がり、リレーションシップを

より強固なものとするとともに、時代の変化に機敏に対応した金融サービスの充実と提供を図ることに

より、地域金融機関としての役割を十分果たしていけるよう、役職員一丸となって取り組んでおります。 
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中間連結 貸借対照表  

（平成 19年 9月 30 日現在） 

   (単位：百万円)      

科目 金額 科目 金額 

  
 ( 負債の部 )  

 預金     

 譲渡性預金  

 コールマネー及び売渡手形 

 借用金 

 外国為替 

 信託勘定借 

 その他負債 

  賞与引当金  

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

睡眠預金払戻損失引当金 

 特別法上の引当金 

繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 

  連結調整勘定 

支払承諾  
   

         ４４２，７９６

                  ― 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

             ４，４６６

４９３

１，５７３

    ５９６

                   ２５

                   ―  

      ―

２，２４５

  ―
           ７６４

負債の部合計         ４５２，９６１

  
( 純資産の部 ) 

 資本金 

 資本剰余金 

利益剰余金 

株主資本 合 計 

 その他有価証券評価差額金 

土地再評価差額金 

評価・換算差額等 合 計 
 

             ２，０００

                     ０

２５，７７６

２７，７７８

１，６３７

３，５１２

             ５，１５０

       

  
( 資産の部 ) 

 現金預け金 

 コールローン及び買入手形 

 買入金銭債権 

 商品有価証券 

 金銭の信託 

 有価証券 

 貸出金 

 外国為替 

 その他資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 繰延税金資産 

 連結調整勘定 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

  

 
 

１５，６２８

            １１，０００

                    ―

                    ―

                    ―

           ７３，４５４

         ３７８，３８２

                    ―

             １，２９５

             ９，０００

                 ３９２

              １，６０９

                  ―

                 ７６４

           △５，６３８

純資産の部合計            ３２，９２８

資産の部合計          ４８５，８８９ 負債、純資産の部合計          ４８５，８８９

 

(注)中間連結貸借対照表の注記別紙  
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・

子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ

るものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により

算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。な

お、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．当行の有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附

属設備を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上してお

ります。 また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年～ ３９年 

              動産        ５年～   ６年 

      連結される子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償

却しております。 

なお、平成 19 年度の税制改正に伴い、平成 19 年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更により、経常利益及

び税金等調整前中間純利益に与える影響は軽微であります。 

   また、当中間連結会計期間より、平成 19 年３月 31 日以前に取得した有形固定資産については、償却可

能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。な

お、これによる中間連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 

４．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて定額法により償却しており

ます。 

  ５．当行の外貨建資産・負債勘定は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 ６．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関

する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要

注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実

績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、

債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認め

る額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を

実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

      連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引

き当てております。 

   ７．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中

間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

８．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。また、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

- 7 - 



 （株） 静岡中央銀行 平成 20 年 3 月期中間決算短信 

     数理計算上の差異      各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理 

９．従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、｢租税特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い｣（日本公認会計士協

会監査・保証実務委員会報告第 42 号平成 19 年４月 13 日）が平成 19 年４月１日以後開始する連結会

計年度から適用されることに伴い、当中間連結会計期間から同報告を適用し、役員への退職慰労金の支

払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生して

いると認められる額を役員退職慰労引当金として計上しております。 

 これにより、従来の方法に比べ、営業経費は４１百万円、特別損失は５５５百万円それぞれ増加し、経

常利益は４１百万円、税金等調整前中間純利益は５９６百万円それぞれ減少しております。 

１０．睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に

備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を引当てております。 

利益計上した睡眠預金の預金者への払戻損失は、従来払戻時の費用として処理しておりましたが、「租

税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査

上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第 42 号平成 19 年４月 13 日）が平成 19

年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることに伴い、当連結会計年度から同報告を適用し、

睡眠預金の支出に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を睡眠預金払戻損失引当

金として計上しております。 

これにより、従来の方法に比べ、その他経常費用は２５百万円それぞれ増加し、税金等調整前中間純利

益は２５百万円減少しております。        

１１．当行及び国内の連結される子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１２．当行並びに国内の連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

   ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。 

１３．当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額       該当あり

ません。 

１４．当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額       該当あり

ません。 

１５．関係会社の株式総額（連結子会社の株式を除く）    該当ありません 

１６．有形固定資産の減価償却累計額                 ５,２２９百万円 

１７．有形固定資産の圧縮記帳額                         １５３百万円 

    （当連結会計期間圧縮記帳額                －百万円） 

１８．貸出金のうち、破綻先債権額は２,３７５百万円、延滞債権額は９,７１４百万円であります。 

      なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を

行った部分を除く。 

      以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ

ります。 

      また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

- 8 - 



 （株） 静岡中央銀行 平成 20 年 3 月期中間決算短信 

１９．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は２２６百万円であります。 

   なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している

貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

２０．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,３６２百万円であります。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債

権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

２１．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１３,６８０百万

円であります。 

      なお、18.から 21.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

２２．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法

で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は７,９４９百万円であります。 

２３．担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

            有価証券            ２,４２６百万円 

      その他          ３８百万円 

          担保資産に対応する債務 

            預金                １,５８１百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券５,８６０百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は１７０百万円であります。 

２４．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

     再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

     同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１

日公布政令第１１９号)第２条第４号に定める財産評

価基本通達に基づいて、当該事業用土地について算出

した地価税の課税価格に合理的な調整を行って算出。 

２５．1 株当たりの純資産額１,３７２円００銭 

２６．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

     その他有価証券で時価のあるもの                      （単位：百万円） 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 評価差額 
株式 ３,１２２ ６,８０３ ３,６８１

債券 ４８,７１４ ４８,４９４ △２１９

国債 ３４,１３１ ３３,９０８ △２２２

地方債 ９０８ ９０６ △２

社債 １３,６７４ １３,６７９ ５

その他 １７,０６１ １６,２８４ △７７６

合計 ６８,８９８ ７１,５８３ ２,６８４

        なお、上記評価差額から繰延税金負債１,０４７百万円を差し引いた額１,６３７百万円が「その他

有価証券評価差額金」に含まれております。 
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２７．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおりで

あります。                    （単位：百万円） 

内容 中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
 非上場株式会社 
 その他の証券 

 
１,１５３

７１７

２８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する

契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は２０,３７６百万円であります。このうち原契約

期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１９,４５７百万円あります。 

  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

必ずしも当行並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実

行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており

ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的

に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。 

２９．「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平

成 19 年６月 15 日付及び７月 4 日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する連結会計年度及び中間

連結会計期間から適用されることになったこと伴い、当中間連結会計期間から改正会計基準及び実務指

針を適用しております。 
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中間連結 損益計算書 

 ( 自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 19 年 9 月 30 日 ) 
 

                                          (単位：百万円) 

科          目  金           額  
    

経常収益  

     資金運用収益  

      (うち貸出金利息) 

      (うち有価証券利息配当金) 

     役務取引等収益  

     その他業務収益  

     その他経常収益  

   経常費用  

     資金調達費用  

      (うち預金利息) 

     役務取引等費用  

     その他業務費用  

     営業経費  

     その他経常費用  

   経常利益  

   特別利益  

   特別損失  

   税金等調整前中間純利益  

   法人税、住民税及び事業税  

法人税等調整額  

   少数株主利益  

   中間純利益  
    

                     

７，６５７  

         ５，５３０  

   (       ４，９０１ ) 

   (         ５８４ ) 

           ５２３  

           １９２  

          １，４１０   

                    ６，０４７  

           ６５７  

   (         ６５６ ) 

            ３６３  

              ２  

          ３，４９８  

         １，５２５               

１，６０９  

                         ９  

                       ５６８  

                    １，０５０  

                       ９２８  

                     △４２９  

       ―  

                      ５５２  
                    

 
(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  

２．１株当たり中間純利益金額２３円０１銭  

３．｢その他経常費用｣には、貸倒引当金繰入額１ ,４１２百万円を含んでおります。  

４．｢特別損失｣には、役員退職慰労引当金繰入額５５５百万円を含んでおります。  
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中間連結 株主資本等変動計算書   

( 自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 19 年 9 月 30 日 ) 

                                     (単位：百万円) 
株   主   資   本  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 19 年 3 月 31 日残高 2,000 0 25,240 ― 27,241

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当 △60  △60

中間純利益 552  552

土地再評価差額金取崩額 43  43

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 連 結 会 計 期 間 中 の 変 動 額（ 純 額 ）  

中間連結会計期間中の変動額合計 ― ― 536 ― 536

平成 19 年 9 月 30 日残高 2,000 0 25,776 ― 27,778

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 その他有価証

券評価差額金

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 
純 資 産 
合  計 

平成 19 年 3 月 31 日残高 3,611 3,556 7,168 ― 34,410

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △60

中間純利益  552

土地再評価差額金取崩額  43

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 連 結 会 計 期 間 中 の 変 動 額（ 純 額 ） △1,974 △43 △2,018  △2,018

中間連結会計期間中の変動額合計 △1,974 △43 △2,018 ― △1,481

平成 19 年 9 月 30 日残高 1,637 3,512 5,150 ― 32,928

注 1．発行済株式の種類及び総数は、次のとおりであります。                  （単位：千株） 
 直前中間連結会

計年度末株式数 
当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数 

摘要 

発行済株式      

 普通株式 24,000 ― ― 24,000  

合 計 24,000 ― ― 24,000  

 

注 2．当行の配当については、次のとおりであります。 

   当中間連結会計期間中の配当支払額 

 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り の 金 額 基準日 効力発生日 

平 成 1 9 年 ６ 月 2 8 日  
定 時 株 主 総 会  

普通株式  60 百万円 2 円 50 銭 平 成 1 9 年 3 月 3 1 日  平 成 1 9 年 6 月 2 9 日

    
 
     基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの。 
 

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たりの金額 基準日 効力発生日 

平 成 1 9 年 1 1 月 1 6 日  
取 締 役 会  普通株式 60 百万円 その他利益剰余金 2 円 50 銭 平 成 1 9 年 9 月 3 0 日  平 成 1 9 年 1 2 月 1 0 日
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中間連結 キャッシュ・フロー計算書 
( 自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 19 年 9 月 30 日 ) 

 
（単位：百万円） 

科  目 金  額 

 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー  

   税金等調整前中間(当期)純利益 

   減価償却費 

   減損損失 

      貸倒引当金の増加額 

     賞与引当金の増加額 

   役員賞与引当金の増加額 

退職給付引当金の増加額 

役員退職慰労引当金の増加額 

睡眠預金払戻損失引当金の増加額 

   資金運用収益 

   資金調達費用 

   有価証券関係損益(△) 

   固定資産処分損益(△) 

   貸出金の純増(△)減 

預金の純増減(△) 

     預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 

     コールローン等の純増(△)減 

   資金運用による収入 

   資金調達による支出 

   その他 

              小計 

   法人税等の支払額 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有価証券の取得による支出 

   有価証券の売却による収入 

   有価証券の償還による収入 

   有形固定資産の取得による支出 

   有形固定資産の売却による収入 

   無形固定資産の取得による支出 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

   配当金支払額 

   少数株主への配当金支払額 

   財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 

 

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 

 

１,０５０

２０３

―

９６０

４４

△４３

△５９

５９６

２５

△５,５３０

６５７

△１,５６０

６

△５,１４４

３,８４４

４,７６５

１０,９００

５,４５０

△３７２

９９６

１６,７８８

△３５

１６,７５３

△６６,１３５

２０,６４４

２７,３８７

△１２５

１５０

△６８

△１８,１４５

△６１

―

△６１

△１,４５３

９,６３３

８,１７９

  
  注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
    ２．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金預け金」のうち、現金および 

日銀預け金であります。 

- 13 - 



 （株） 静岡中央銀行 平成 20 年 3 月期中間決算短信 

中間個別 貸借対照表 
（平成 19年 9 月 30 日現在） 

 (単位：百万円)      

科目 金額 科目 金額 
  
 ( 負債の部 ) 
 預金 
   当座預金 
   普通預金 
   貯蓄預金 
   通知預金 
   定期預金 
   定期積金 
   その他の預金 
 譲渡性預金 
 コールマネー 
 売渡手形 
 コマーシｬル･ペーパー 
 借用金 
 外国為替 
 社債 
 転換社債 
 その他負債 
   未決済為替借 
   未払法人税等 
   未払費用 
   前受収益 
   従業員預り金 
   給付補てん備金 
   その他の負債 
  賞与引当金  

退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
睡眠預金払戻損失引当金 

 特別法上の引当金 
繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 
支払承諾  
   

        ４４３，６２８
     １８，９９４
    １５２，５１４
      ３，５０３
      １，２８６
    ２５７，０７５
      ８，５５０
      １，７０３
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 
                  ― 

            ３，８５３
        １４２
        ９０８
        ９６５
        ４７４
        ２３１
          ６

１，１２３
４９３

１，５７３
  ５９６

                  ２５
― 

                  ― 
２，２４５

７６４
      

負債の部合計 ４５３，１８０

   
( 純資産の部 ) 

 資本金 
 資本剰余金 

利益剰余金 
   利益準備金 
   その他利益剰余金 
     役員退職積立金 
    有価証券償却準備積立金 
      別途積立金 

繰越利益剰余金 
株主資本 合 計 

 その他有価証券評価差額金 
土地再評価差額金 
評価・換算差額等 合 計 
 

            ２，０００
                    ０
          ２５，６８１
            ２，０００
          ２３，６８１
            １，０００
            ２，７５０
          １９，０５８
                ８７３
          ２７，６８３
            １，６３７
            ３，５１２
            ５，１５０

  
( 資産の部 ) 

 現金預け金 
   現金 
   預け金 
 コールローン 
 買入手形 
 買入金銭債権 
 商品有価証券 
 金銭の信託 
 有価証券 
   国債 
   地方債 
   社債 
   株式 
   その他の証券 
 貸出金 
   割引手形 
   手形貸付 
   証書貸付 
   当座貸越 
 外国為替 
 その他資産 
   未決済為替貸 
   前払費用 
   未収収益 
   その他の資産 
 有形固定資産 
   建物 
   土地 
   建設仮勘定 
   その他有形固定資産 
 無形固定資産 
   ソフトウェア 
   その他無形固定資産 
 繰延税金資産 
支払承諾見返 
貸倒引当金 

 投資損失引当金 

 
 

１５，６２８
７，８６７
７，７６１

           １１，０００
                    ―
                    ―
                    ―
                    ―
           ７３，８０４

      ３３，９０８
         ９０６
      １３，６７９
       ８，３０７
      １７，００２

         ３７８，３８２
       ７，９４９
      ３９，５５９

３０１，１７２
      ２９，７０１

                    ―
             １，１３１

          ５７
          ５７
         ４０９
         ６０６

             ８，８８９
       １，３５６
       ６，８３５

１０
         ６８７

                 ３９１
         ３５３
          ３８
              １，６０９

                 ７６４
           △５，２５７
               △３３０

純資産の部合計 ３２，８３３

資産の部合計 ４８６，０１３ 負債及び純資産の部合計 ４８６，０１３

 (注) 個別  貸借対照表の注記別紙  
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・

子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ

るものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算

定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、

その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年～ ３９年 

              動産        ５年～   ６年 

   なお、平成 19 年度の税制改正に伴い、平成 19 年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更により、経常利益及

び税引前中間純利益に与える影響は軽微であります。 

   また、当中間期より、平成 19 年３月 31 日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に

達した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。なお、これによる中間

貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 

４．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

 ５．外貨建資産・負債勘定は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 ６．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関

する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要

注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実

績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、

債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認め

る額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

       すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を

実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

 ７．投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態を勘案して必要と

認められる額を計上しております。  

  ８．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中

間期に帰属する額を計上しております。 

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上

の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

          数理計算上の差異      各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を発生の翌期から費用処理    

１０．従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、｢租税特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い｣（日本公認会計士協
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会監査・保証実務委員会報告第 42 号平成 19 年４月 13 日）が平成 19 年４月１日以後開始する事業年

度から適用されることに伴い、当中間期から同報告を適用し、役員への退職慰労金の支払に備えるため、

役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間期末までに発生していると認められる額を役員退

職慰労引当金として計上しております。 

これにより、従来の方法に比べ、営業経費は４１百万円、特別損失は５５５百万円それぞれ増加し、経

常利益は４１百万円、税引前中間純利益は５９６百万円それぞれ減少しております。 

１１．睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に

備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を引当てております。 

利益計上した睡眠預金の預金者への払戻損失は、従来払戻時の費用として処理しておりましたが、「租

税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査

上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第 42 号平成 19 年４月 13 日）が平成 19

年４月１日以後開始する事業年度から適用されることに伴い、当中間期から同報告を適用し、睡眠預金

の支出に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を睡眠預金払戻損失引当金として

計上しております。 

これにより、従来の方法に比べ、その他経常費用は２５百万円それぞれ増加し、税引前中間純利益は２

５百万円減少しております。  

１２．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１３．消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 

   ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

１４．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額  該当ありません。 

１５．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額  該当ありません。 

１６．関係会社の株式総額              ３５０百万円 

１７．有形固定資産の減価償却累計額              ５,２０９百万円 

１８．有形固定資産の圧縮記帳額           １５３百万円 

     （当中間会計期間圧縮記帳額           －百万円） 

１９．貸出金のうち、破綻先債権額は２,３７５百万円、延滞債権額は９,７１４百万円であります。 

      なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政

令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じ

ている貸出金であります。 

      また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２０．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は２２６百万円であります。 

   なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

２１．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,３６２百万円であります。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債

権、延滞債権及び ３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
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２２．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１３,６８０百万

円であります。 

      なお、19.から 22.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

２３．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分で

きる権利を有しておりますが、その額面金額は７,９４９百万円であります。 

２４．担保に供している資産は次のとおりであります。 

        担保に供している資産 

          有価証券           ２,４２６百万円 

     その他         ３８百万円 

        担保資産に対応する債務 

          預金               １,５８１百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券５,８６０百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は１６９百万円であります。 

２５．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上しこれを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

     再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

     同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１

日公布政令第１１９号)第２条第４号に定める財産評

価基本通達に基づいて、当該事業用土地について算出

した地価税の課税価格に合理的な調整を行って算出。 

２６．1 株当たりの純資産額１,３６８円０４銭 

２７．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

     その他有価証券で時価のあるもの                      （単位：百万円） 

 取得原価 中間貸借対照表計上額 評価差額 
株式 ３,１２２ ６,８０３ ３,６８１

債券 ４８,７１４ ４８,４９４ △２１９

国債 ３４,１３１ ３３,９０８ △２２２

地方債 ９０８ ９０６ △２

社債 １３,６７４ １３,６７９ ５

その他 １７,０６１ １６,２８４ △７７６

合計 ６８,８９８ ７１,５８３ ２,６８４

なお、上記評価差額から繰延税金負債１,０４７百万円を差し引いた額１,６３７百万円が「その

他有価証券評価差額金」に含まれております。 

２８．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであり

ます。                              （単位：百万円） 

内容 中間貸借対照表計上額 
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

 子会社・子法人等株式 
 

３５０ 
その他有価証券 
 非上場株式会社 
 その他の証券 

  
１,１５３ 

７１７ 
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２９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する

契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、２０,３７６百万円であります。このうち原契

約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１９,４５７百万円あります。 

  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに

は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融

資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお

いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手

続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

３０．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

      繰延税金資産 

       貸倒引当金損金算入限度額超過額        １,４９０百万円 

       退職給付引当金損金算入限度額超過額        ６１３百万円 

       減価償却限度超過額                １１７百万円 

       その他                      ９６０百万円

      繰延税金資産小計                ３,１８１百万円 

      評価性引当額                   △３９２百万円

      繰延税金資産合計                ２,７８９百万円 

      繰延税金負債  

       その他有価証券評価差額金           １,０４７百万円 

       退職給付信託設定益                １３２百万円

      繰延税金負債合計                １,１７９百万円 

      繰延税金資産の純額               １,６０９百万円

３１．「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平

成 19 年６月 15 日付及び７月４日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業年度及び中間会計

期間から適用されることになったことに伴い、当中間期から改正会計基準及び実務指針を適用しており

ます。 
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中間個別 損益計算書  
 ( 自 平成 19 年 4月 1日 至 平成 19 年 9月 30 日 )  

                                      (単位：百万円) 
科          目  金           額  

 
経常収益  
   資金運用収益  
     貸出金利息  
     有価証券利息配当金  
    コールローン利息  
    買入手形利息  
    預け金利息  
    その他の受入利息  
  役務取引等収益  
    受入為替手数料  
    その他の役務収益  
  その他業務収益  
    国債等債券売却益  
    国債等債券償還益  
    その他の業務収益  
  その他経常収益  
    株式等売却益  
    金銭の信託運用益  
    その他の経常収益  

５，５３１
４，９０１

５８５
３２
－

１０
０

４９８
２４３
２５４
１９２
１９２

－
－

１，４１０
１，３７２

－
３８

７，６３３

 
経常費用  
  資金調達費用  
    預金利息  
    コールマネー利息  
    借用金利息  
    その他の支払利息  
  役務取引等費用  
    支払為替手数料  
    その他の役務費用  
  その他業務費用  
    国債等債券売却損  
    国債等債券償還損  
    国債等債券償却  
    その他の業務費用  
  営業経費  
  その他経常費用  
    貸倒引当金繰入額  
    貸出金償却  
    株式等売却損  
    株式等償却  
    その他の経常費用   

６５７
６５７

－
－
０

３８６
７４

３１１
２
２
－
－
－

３，４８６
１，４８５
１，３７２

－
１
－

１１１

６，０１９

 
 
経常利益   １，６１３
 
特別利益  
  固定資産処分益  
  償却債権取立益  
   その他の特別利益  

６
３
－

９

特別損失  
  固定資産処分損  
  役員退職慰労引当金繰入額  
   その他の特別損失  

１２
５５５

１

５６８

税引前中間純利益  １，０５４

法人税・住民税及び事業税  ９２７

法人税等調整額  △４２９

中間純利益  ５５６

 
(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  ２．１株当たり中間純利益金額 23 円 19 銭 
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中間個別 株主資本等変動計算書 

（ 自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 19 年 9 月 30 日 ） 

                                     (単位：百万円) 
株   主   資   本 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本金 資本 
準備金 

その他資

本剰余金

利益  

準備金 
その他利

益剰余金 
株主資本合計 

平成 19 年 3 月 31 日残高 2,000 0 ― 2,000 23,140 27,142

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当 △60 △60

中間純利益 556 556

土地再評価差額金取崩額 43 43

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 会 計 期 間 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）   

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ― ― 540 540

平成 19 年 9 月 30 日残高 2,000 0 ― 2,000 23,681 27,683

 
 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券評

価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純 資 産 
合  計 

平成 19 年 3 月 31 日残高 3,611 3,556 7,166 34,310

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △60

中間純利益  556

土地再評価差額金取崩額  43

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 会 計 期 間 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）  △1,974 △43 △2,018 △2,018

中間会計期間中の変動額合計 △1,974 △43 △2,018 △1,477

平成 19 年 9 月 30 日残高 1,637 3,512 5,150 32,833

注 1．「その他利益剰余金」について合計額により記載しておりますが、その内訳は次のとおりであります。  
直前事業年度末残  当中間会計期間中の変動額   当中間会計期間末残高  

  その他利益剰余金                 23,140 百万円                504 百万円      23,681 百万円 

   うち役員退職積立金             1,000 百万円          －百万円       1,000 百万円 

   うち有価証券償却準備積立金      2,750 百万円          －百万円       2,750 百万円 

   うち別途積立金                17,858 百万円               1,200 百万円      19,058 百万円 

   うち繰越利益剰余金             1,532 百万円        △659 百万円         873 百万円 
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比較 中間個別貸借対照表 (主要内訳) 

                                        (単位：百万円) 
 

科   目 
 

平成１９年度 
中間期末 (Ａ) 

平成１８年度

中間期末 (Ｂ)
比較 

（Ａ－Ｂ） 
平成１８年度末 
（要約）（Ｃ） 

比較 
（Ａ－Ｃ） 

    ( 資産の部 ) 
 現金預け金 
 コールローン 
 買入手形 
 有価証券 
 貸出金 
 その他資産 
 有形固定資産 
 無形固定資産 
 繰延税金資産 
支払承諾見返 
貸倒引当金 
投資損失引当金 

１５,６２８

１１,０００

－

７３,８０４

３７８,３８２

１,１３１

８,８８９

３９１

１,６０９

７６４

△５,２５７

△３３０

 
２８,８７９

８,０００

－

５９,０１７

３６８,０６２

９５６

８,９８９

３１６

４１５

６８３

△３,９３８

△３３０

△１３,２５０

３,０００

－

１４,７８６

１０,３２０

１７４

△９９

７５

１,１９４

８０

△１,３１９

－

２１,８４６

２１,９００

－

５７,３６７

３７３,２３７

１,１５５

８,９９０

３８５

－

６８３

△４,３３７

△３３０

 
△６,２１８

△１０,９００

－

１６,４３６

５,１４４

△２４

△１００

５

１,６０９

８１

△９２０

－

 資産の部合計 ４８６,０１３ ４７１,０５０ １４,９６２ ４８０,９００ ５,１１３

     ( 負債の部 ) 
 預金 
 その他負債 
  賞与引当金 
 役員賞与引当金 
 退職給付引当金 
 役員退職慰労引当金 
 睡眠預金払戻損失引当金 
 特別法上の引当金 
  繰延税金負債 
 再評価に係る繰延税金負債 
支払承諾 

 
４４３,６２８

３,８５３

４９３

－

１,５７３

５９６

２５

－

－

２,２４５

７６４

４３０,０３２

１,９２１

４９１

－

１,６８９

－

－

－

－

２,２７３

６８３

 
１３,５９６

１,９３１

２

－

△１１６

５９６

２５

－

－

△２８

８０

４３９,５８４

１,８６７

４４９

４３

１,６３２

－

－

－

５４

２,２７３

６８３

 
４,０４４

１,９８５

４４

△４３

△５９

５９６

２５

－

△５４

△２８

８１

 負債の部合計 ４５３,１８０ ４３７,０９１ １６,０８８ ４４６,５８９ ６,５９１

     ( 純資産の部 ) 
 資本金 
 資本剰余金 
 利益剰余金 
  利益準備金 
  その他利益剰余金 
   役員退職積立金 
   有価証券償却準備積立金 
   別途積立金 

     繰越利益剰余金 
 株主資本合計 
 その他有価証券評価差額金 
  土地再評価差額金 
 評価・換算差額等合計 

２,０００

０

２５,６８１

２,０００

２３,６８１

１,０００

２,７５０

１９,０５８

８７３

２７,６８３

１,６３７

３,５１２

５,１５０

２,０００

０

２４,５３７

２,０００

２２,５３６

１,０００

２,７５０

１７,８５８

９２８

２６,５３８

３,８６４

３,５５６

７,４２０

－

－

１,１４４

－

１,１４４

－

－

１,２００

△５５

１,１４４

△２,２２６

△４３

△２,２７０

２,０００

０

２５,１４１

２,０００

２３,１４０

１,０００

２,７５０

１７,８５８

１,５３２

２７,１４２

３,６１１

３,５５６

７,１６８

－

－

５４０

－

５４０

－

－

１,２００

△６５９

５４０

△１,９７４

△４３

△２,０１８

 純資産の部合計 ３２,８３３ ３３,９５８ △１,１２５ ３４,３１０ △１,４７７

 負債及び純資産の部合計 ４８６,０１３ ４７１,０５０ １４,９６２ ４８０,９００ ５,１１３
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 （株） 静岡中央銀行 平成 20 年 3 月期中間決算短信 

比較 中間個別損益計算書 (主要内訳) 

                                 (単位：百万円) 

科目 平成１９年度 
中間期末(Ａ) 

平成１８年度 
中間期末(Ｂ) 

比較 
(Ａ－Ｂ) 

平成１８年度 
(要約) 

 経常収益 ７ ,６３３     ５,３６９ ２,２６３ １１,１８０

 資金運用収益 

  ( うち貸出金利息 ) 

  ( うち有価証券利息配当金 ) 

 役務取引等収益 

 その他業務収益 

 その他経常収益 

５ ,５３１

( ４,９０１)

(   ,５８５)

４９８

１９２

１,４１０

 ４ ,８１６

( ４,２５０)

(    ５５６)

４６９

２５

５８

７１４

(  ６５１)

(   ２８)

２９

１６７

１,３５２

１０,０８７

( ８,８７３)

( １,１８３)

９５４

２８

１０９

 経常費用 ６,０１９ ４,３８３ １,６３５ ８,９９２

 資金調達費用 

  ( うち預金利息 ) 

 役務取引等費用 

 その他業務費用 

 営業経費 

 その他経常費用 

６５７

  (  ６５７)

３８６

２

３,４８６

１,４８５

  １４５

   (  １４２)

３２３

４３

３,４７６

３９４

５１２

(  ５１４)

６２

△４０

９

１,０９１

５４８

(   ５４１)

６８９

９

６,８６２

８８２

 経常利益 １,６１３ ９８５ ６２７ ２,１８８

 特別利益 

 特別損失 

９

５６８

４２

３７

△３３

５３０

６９

６９

 税引前中間(当期)純利益 

 法人税、住民税及び事業税 

 法人税等調整額  

 中間(当期)純利益 

１,０５４

９２７

△４２９

５５６

９９０

２６０

１５２

５７７

６３

６６６

△５８２

△２１

２,１８９

１６３

７８３

１,２４１
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 株式会社 静岡中央銀行 

Ⅰ．平成 19 年度中間決算の概況  
 
１．損益の状況  【単体】                                          (単位：百万円) 

    
19 年度中間期    

18 年度中間期比 
 18 年度中間期 

業務粗利益 ５，１７５ ３７６  ４，７９８ 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻） ) （  ４，９８５） （ １６９） （  ４，８１６）

国内業務粗利益   ５，１２６ ３６０    ４，７６６ 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻）) （  ４，９３６） （ １５２） （  ４，７８４）

資金利益 ４，８２４ １８５  ４，６３９ 

役務取引等利益 １１１ △３３  １４５ 

その他業務利益  １９０  ２０８  △１７ 
 

（うち国債等債券損益） （    １９０） （ ２０８） （    △１７）

国際業務粗利益 ４８ １６  ３１ 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻） ) （     ４８） （  １６） （      ３１）

資金利益 ４８ １６  ３１ 

役務取引等利益 － －  － 

その他業務利益 ０  ０  － 

 

 

（うち国債等債券損益） （      ０） （   ０）  （      －）

経費（除く臨時処理分） ３，４４０ △９  ３，４５０ 

人件費 ２，０７５ △１  ２，０７６ 

物件費 １，１９６ ７  １，１８８  

税金 １６９ △１５  １８４ 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １，７３４ ３８６  １，３４７ 

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) （  １，５４４） （ １７８） （  １，３６５）

①一般貸倒引当金繰入額 △６ ５３８  △５４５ 

業務純益 １，７４１ △１５２  １，８９３ 

 うち国債等債券損益 ( ５勘定尻 ) １８９ ２０７  △１７ 

臨時損益 △１２７ ７８０  △９０７ 

②うち不良債権処理額 １，４４３ ５７９  ８６３ 

貸出金償却 － －  － 

個別貸倒引当金純繰入額 １，３７９ ５４７  ８３２ 

共同債権買取機構売却損 － －  － 

延滞債権等売却損 － －  － 

債権売却損失引当金繰入額 － －  － 

 

その他の債権売却損等 ６３ ３２  ３１ 

うち株式等損益 ( ３勘定尻 ) １，３７０ １，３７２  △１ 

その他臨時損益 △５４ △１２  △４２ 

 

 うち退職給付費用 ４ △７  １２ 

経常利益 １，６１３ ６２７  ９８５ 

特別損益 △５５９ △５６４  ５ 

うち固定資産処分損益 △６ １６  △２２ 

固定資産処分益 ６ ０  ５ 
 

固定資産処分損 １２ △１５  ２７ 
 

うち退職給付会計基準変更時差異償却 － －  － 

税引前中間純利益 １，０５４ ６３  ９９０ 

法人税、住民税及び事業税 ９２７ ６６６  ２６０ 

法人税等調整額 △４２９ △５８２  １５２ 

中間純利益 ５５６ △２１  ５７７ 
  

①＋② 与信費用 １，４３６ １，１１８  ３１８ 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 

１損益の状況  【連結】                                         (単位：百万円) 

   
19 年度中間期 

18 年度中間期比 
 18 年度中間期 

連結 経常利益 １，６０９ ６３１  ９７７ 

連結 中間純利益 ５５２ △１８  ５７０ 

 
 
２．業務純益  【単体】                                           (単位：百万円)  

    
19 年度中間期    

18 年度中間期比 
 18 年度中間期 

（１）業務純益 １，７４１ △１５２  1，８９３ 

（２）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １，７３４ ３８６  １，３４７ 

（３）コア業務純益 １，５４４ １７８  １，３６５ 

 
 
３．利鞘  【単体】                                                          (単位：％)  

    
19 年度中間期    

18 年度中間期比 
 18 年度中間期 

（１）資金運用利回 （Ａ） ２．４０ ０．２１  ２．１９ 

（イ）貸出金利回 ２．６０ ０．２６  ２．３４ 
 

（ロ）有価証券利回 １．９１ △０．２６  ２．１７ 

（２）資金調達原価 （Ｂ） １．８６ ０．１６  １．７０ 

（イ）預金等利回 ０．２９ ０．２３  ０．０６ 
 

（ロ）外部負債利回 － －  － 

（３）総資金利鞘   （Ａ）－（Ｂ） ０．７１ ０．２２  ０．４９ 

 
 
４．有価証券関係損益  【単体】                                            (単位：百万円) 

    
19 年度中間期    

18 年度中間期比 
 18 年度中間期 

国債等関係損益 （5 勘定尻） １８９ ２０７  △１７ 

売却益 １９２ １６７  ２５ 

償還益 － －  － 

売却損 ２ ０  ２ 

償還損 － △４０  ４０ 

 

償  却 － －  － 

                                                               (単位：百万円) 
    

19 年度中間期    
18 年度中間期比 

 18 年度中間期 

株式等損益 （3 勘定尻） １，３７０ １，３７２  △１ 

売却益 １，３７２ １，３４７  ２５ 

売却損 １ △２５  ２６  

償  却  － －  － 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
５．有価証券の評価損益                                             
 

① 有価証券の評価基準             

その他有価証券     時価法 
 

② 評価損益 

    【単体】                                                                    (単位：百万円) 

平成 19 年 9 月末 平成 18 年 9 月末 

  

                 

  
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 2，684 4，136 1，451 6，334 6，988 653

株      式 3，681 3，961 280 6，201 6，233 32 

債      券 △219 135 355 △159 134 294

国    債 △222 74 297 △132 81 213

地 方 債 △2 2 4 △4 5 9

 

社    債 5 58 52 △22 48 70

 

そ の 他 △776 38 815 292 619 327

             

（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との 

    差額を計上しています。 

      

    【連結】                                                                   (単位：百万円) 

平成 19 年 9 月末 平成 18 年 9 月末 

  

                 

  
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 2，684 4，136 1，451 6，334 6，988 653

株      式 3，681 3，961 280 6，201 6，233 32 

債      券 △219 135 355 △159 134 294

国    債 △222 74 297 △132 81 213

地 方 債 △2 2 4 △4 5 9

 

社    債 5 58 52 △22 48 70

 

そ の 他 △776 38 815 292 619 327

             

（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との 

    差額を計上しています。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
６．自己資本比率 （ 国内基準 ）                                     

 【単体】                                                                  (単位：百万円)  

    19 年 9 月末 

【速報値】    19 年 3 月末比 18年9月末比
19 年 3 月末 18 年 9 月末

（１） 自己資本比率 11．34％ 0．19％ 0．57％ 11．15％  10．77％ 

    うち TierⅠ比率 9．95％ 0．20％ 0．49％ 9．75％  9．46％ 

（２） TierⅠ 27，623 541 1，145 27，082  26，478 

（３） TierⅡ 3，933 △39 275 3，972  3，658 

（４） 控除項目 76 － 76 76  － 

（５） 自己資本 （２）+（３）-（４） 31，480 501 1，343 30，979  30，137 

（６） リスクアセット 277，507 △231 △2，144 277，738  279，651 

 
  （注）「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出し

ております。なお、平成 18 年 9 月中間期は、旧基準により算出しております。 
  

【連結】                                                                  (単位：百万円)  

    19 年 9 月末 

【速報値】    19 年 3 月末比 18年9月末比
19 年 3 月末 18 年 9 月末

（１） 自己資本比率 11．39％ 0．20％ 0．56％ 11．19％  10．83％ 

    うち TierⅠ比率 9．98％ 0．20％ 0．51％ 9．78％  9．47％ 

（２） TierⅠ 27，718 537 1，232 27，181  26，486 

（３） TierⅡ 3，974 △31 179 4，005  3，795 

（４） 控除項目 76 － 76 76  － 

（５） 自己資本 （２）+（３）-（４） 31，616 505 1，334 31，111  30，282 

（６） リスクアセット 277，507 △391 △2，080 277，898  279，587 

 
  （注）「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき算出し

ております。なお、平成 18 年 9 月中間期は、旧基準により算出しております。 
 
 
７．ＲＯＥ  【単体】                                                  (単位：％)  

    
19 年度中間期    

18 年度中間期比 
 18 年度中間期 

業務純益   ベース 10．72 △1．56  12．28 

中間純利益 ベース 3．42 △0．32  3．74 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
Ⅱ．貸出金等の状況 

 

１．リスク管理債権の状況    

※ 部分直接償却実施後 
  【単体】                                                       (単位：百万円) 

   
〔 リスク管理債権額 〕 19 年 9 月末   

19 年 3 月末比 18 年 9 月末比
19 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権  13，680 784 856 12，896 12，823

破綻先債権 2，375 698 488 1，676 1，887

延滞債権 9，714 97 △69 9，617 9，784

3 ヵ月以上延滞債権 226 △24 145 251 81
 

貸出条件緩和債権 1，362 13 293 1，349 1，069

   

貸出金残高（末残） 378，382 5，144 10，320 373，237 368，062

  (単位：％) 
   

〔 貸出金残高比 〕 19 年 9 月末   
19 年 3 月末比 18 年 9 月末比

19 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権  3．61 0．16 0．13 3．45 3．48

破綻先債権 0．62 0．18 0．11 0．44 0．51

延滞債権 2．56 △0．01 △0．09 2．57 2．65

3 ヵ月以上延滞債権 0．05 △0．01 0．03 0．06 0．02
 

貸出条件緩和債権 0．36 0．00 0．07 0．36 0．29

 
 
  【連結】                                                       (単位：百万円) 

   
〔 リスク管理債権額 〕 19 年 9 月末   

19 年 3 月末比 18 年 9 月末比
19 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権  13，680 784 856 12，896 12，823

破綻先債権 2，375 698 488 1，676 1，887

延滞債権 9，714 97 △69 9，617 9，784

3 ヵ月以上延滞債権 226 △24 145 251 81
 

貸出条件緩和債権 1，362 13 293 1，349 1，069

   

貸出金残高（末残） 378，382 5，144 10，320 373，237 368，062

  (単位：％) 
   

〔 貸出金残高比 〕 19 年 9 月末   
19 年 3 月末比 18 年 9 月末比

19 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権  3．61 0．16 0．13 3．45 3．48

破綻先債権 0．62 0．18 0．11 0．44 0．51

延滞債権 2．56 △0．01 △0．09 2．57 2．65

3 ヵ月以上延滞債権 0．05 △0．01 0．03 0．06 0．02
 

貸出条件緩和債権 0．36 0．00 0．07 0．36 0．29
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
２．貸倒引当金の状況   
 

 【単体】                                                       (単位：百万円) 
   

 19 年 9 月末   
19 年 3 月末比 18 年 9 月末比

19 年 3 月末 18 年 9 月末 

貸倒引当金  5，257 920 1，319 4，337 3，938

一般貸倒引当金 1，342 △6 243 1，349 1，098
 

個別貸倒引当金 3，915 927 1，076 2，988 2，839

 

【連結】                                                       (単位：百万円) 
   

 19 年 9 月末   
19 年 3 月末比 18 年 9 月末比

19 年 3 月末 18 年 9 月末 

貸倒引当金  5，638 960 1，191 4，678 4，446

一般貸倒引当金 1，383 0 148 1，382 1，235
 

個別貸倒引当金 4，254 959 1，043 3，295  3，211

 
 
３．リスク管理債権に対する引当率   
   

【単体】                                                    (単位：百万円・％) 
   

 19 年 9 月末  
19 年 3 月末比 18 年 9 月末比

19 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権         （Ａ） 13，680 784 856 12，896 12，823

担保･保証等による保全額（Ｂ） 8，309 △124 0 8，434 8，309

貸倒引当金            （Ｃ） 4，317 921 1，141 3，395 3，175

引当率        （Ｃ）／（Ａ） 31．55 5．22 6．79 26．33 24．76

保全率      （Ｂ+Ｃ）／（Ａ） 92．30 0．57 2．74 91．73 89．56

 

【連結】                                                    (単位：百万円・％) 
   

 19 年 9 月末  
19 年 3 月末比 18 年 9 月末比

19 年 3 月末 18 年 9 月末 

リスク管理債権         （Ａ） 13，680 784 856 12，896 12，823

担保･保証等による保全額（Ｂ） 8，309 △124 0 8，434 8，309

貸倒引当金            （Ｃ） 4，317 921 1，141 3，395 3，175

引当率        （Ｃ）／（Ａ） 31．55 5．22 6．79 26．33 24．76

保全率      （Ｂ+Ｃ）／（Ａ） 92．30 0．57 2．74 91．73 89．56
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
４．金融再生法開示債権 【単体】 

                                                        (単位：百万円) 
   

〔 開示債権額 〕 19 年 9 月末   
19 年 3 月末比 18 年 9 月末比

19 年 3 月末 18 年 9 月末 

金融再生法開示債権  13，704 785 846 12，919 12，858

破産更生債権およびこれらに 
準ずる債権 4，577 1，041 1，431 3，535 3，145

危険債権 7，533 △244 △1，026 7，778 8，560 

要管理債権 1，593 △12 440 1，605 1，152

   

総与信残高（末残） 379，452 5，272 10，442 374，180 369，010

  (単位：％) 
   

〔 総与信に占める割合 〕 19 年 9 月末  
19 年 3 月末比 18 年 9 月末比

19 年 3 月末 18 年 9 月末 

金融再生法開示債権  3．61 0．16 0．13 3．45 3．48

破産更生債権およびこれらに 
準ずる債権 1．20 0．26 0．35 0．94 0．85

危険債権 1．98 △0．09 △0．33 2．07 2．31 

要管理債権 0．41 △0．01 0．10 0．42 0．31

 
 
５．金融再生法開示債権の保全状況 【単体】 

 (単位：百万円・％) 
   

 19 年 9 月末  
19 年 3 月末比 18 年 9 月末比

19 年 3 月末 18 年 9 月末 

金融再生法開示債権   （Ａ） 13，704 785 846 12，919 12，858

保全額            （Ｂ） 12，651 798 1，132 11，853 11，518

担保･保証等による保全額 8，325 △125 △6 8，450 8，331
  

貸倒引当金 4，326 923 1，139 3，402 3，186

保全率        （Ｂ）／（Ａ） 92．31 0．57 2．73 91．74 89．58
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
６．自己査定の状況  【単体】 
 

開示基準別の分類・保全状況（ 平成 19 年 9 月末 ） 

 (単位：百万円) 

自己査定結果（債務者区分別） 
対象：貸出金等与信関連債権 

金融再生法の開示基準 
対象：貸出金等与信関連債権 

 
リスク管理債権 

対象：貸出金 

分類 区  分 

与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

区  分

与信残高

担保・

保証
引当額 保全率  区  分 残 高

破綻先 

2,390 

（1,748） 

2,063 327 

 

― 

(00010) 

―

(1,737)

 

破綻先 

債 権 

 

2,375

 

実質破綻先 

2,186 

(00840) 

 

1,891 

 

295 

 

― 

(00177) 

―

(0,663)

 

破産・更

生債権お

よびこれ

らに準ず

る債権 

 

4,577 1,987 2,589

 

 

 

 

 

 

 

100％ 

 

 

延滞債権 9,714

破綻懸念先 

7,533 

(1,317) 

5,526 1,442 

 

564 

(1,317) 

―
危険債権

7,533 5,651 1,317

 

92.50％ 
 3 ヵ月以上

延滞債権
226

 

 
貸出条件

緩和債権
1,362

要管理 

債権 

1,593 
686 419

 

69.35％ 

 

 合   計 13,680
小  計

13,704 8,325 4,326

 

92.31％ 
   

要管理先 

2,283 

 

623 

 

1,659 

 

― ―

   

要
注
意
先 

要管理先

以外の 

要注意先 

73,558 

 

 

 

41,328 

 

 

 

32,230 

 

 

 

― ―

   

正常先 

291,499 

 

291,499 

 

― 

 

― ―

正常債権

365,748

   

合  計 

379,452 

（3,907） 

 

342,932 

 

 

35,955 

 

564 

(1,506) 

―

(2,401)

合  計

379,452

 

 

   

 
（注 1）貸出金等与信関連債権：貸出金・支払承諾・外国為替・貸付有価証券・貸出金に準ずる仮払金・貸付金未収利息 

（注 2）自己査定結果（債務者区分）における（  ）内は分類額に対する引当額です。 
   破綻先・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類額は全額引当済みです。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 

７．業種別貸出状況等  【単体】 
 
① 業種別貸出金                                (単位：百万円) 

   
  19 年 9 月末   

19 年 3 月末比 18 年 9 月末比
19 年 3 月末 18 年 9 月末

国    内 378，382 5，145 10，320 373，237 368，062

製造業 48，078 △1，190 685 49，268 47，393

農業 608 △11 △88 619 696

林業 26 3 △4 23 30

漁業 59 △14 △9 73 68

鉱業 103 △3 2 106 101

建設業 36，907 △307 562 37，214 36，345

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － －

情報通信業 251 21 10 230 241

運輸業 10，094 △360 △330 10，454 10，424

卸売業 14，918 △772 △1，763 15，690 16，681

小売業 18，446 △454 △415 18，900 18，861

金融・保険業 12，964 △1，644 △3，036 14，608 16，000

不動産業 92，600 5，606 9，242 86，994 83，358

各種サービス業 59，068 △280 △4，160 59，348 63，228

地方公共団体 249 △219 △237 468 486

 

その他 84，005 4，770 9，863 79，235 74，142
 
② 消費者ローン残高                              (単位：百万円) 

   
  19 年 9 月末   

19 年 3 月末比 18 年 9 月末比
19 年 3 月末 18 年 9 月末 

消費者ローン残高 77，186 7，307 13，364 69，879 63，822

うち 住宅ローン残高 73，905 7，808 14，533 66，097 59，372
 

うち その他ローン残高 3，281 △501 △1，169 3，782 4，450
 
③ 中小企業等向け貸出・比率                                                 (単位：百万円・％) 

   
   19 年 9 月末   

19 年 3 月末比 18 年 9 月末比
19 年 3 月末 18 年 9 月末 

中小企業等向け貸出額 344，251 6，123 15，157 338，128 329，094

中小企業等貸出比率 90．97 0．38 1．56 90．59 89．41
 
 
８． 預金・貸出金の残高 【単体】                         (単位：百万円) 

   
  19 年 9 月末   

19 年 3 月末比 18 年 9 月末比
19 年 3 月末 18 年 9 月末 

預   金 （末 残） 443，628 4，044 13，596 439，584 430，032

 うち 個人預金 317，621 3，848 6，001 313，772 311，619

預   金 （平 残） 438，096 12，932 18，111 425，163 419，985
 

貸 出 金 （末 残） 378，382 5，144 10，320 373，237 368，062

貸 出 金 （平 残） 374，668 7，512 12，402 367，156 362，266
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